
勝 監 第 ６ １ 号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ９ 日

勝 浦 市 長 照川由美子 様

勝 浦 市 議 会 議 長 佐 藤 啓 史 様

勝浦市監査委員 淺野由美子

勝浦市監査委員 寺 尾 重 雄

定期監査結果の提出について

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定期監査を執行したので、同条第９項の

規定によりその結果を次のとおり提出します。

記

１．監査執行期日 令和６年１月２６日

２．監査執行対象 情報政策課、税務課、監査委員事務局

令和５年度分で令和５年１２月３１日までに執行された財務に関

する事務の執行及びその他の事務の執行

３．監査の着眼点 勝浦市定期監査基本方針の基本的項目及び重点事項

４．監査執行場所 監査委員事務局及び関係施設

５．監 査 結 果

監査は、勝浦市監査基準に基づき実施した。

監査にあたっては、令和５年１２月３１日現在における予算の執行及び事務処理等

の状況についての資料、関係文書を提出させ、所属長及び担当職員から説明を聴取

し実施したもので、その結果は次のとおりである。



(1)事務分掌表 令和６年１月１日現在

４．OA機器の維持管理に関すること。

情報政策課

課　　長   全　般　統　括

係　　長 １．情報化政策の企画、調整及び推進に関する
　　こと。

主査補 ２．情報システムの運用及び管理に関すること。
３．情報システムに係るデータの保護及び管理

主任主事 　　に関すること。

主　　事 ５．行政情報化の推進に関すること。
６．電子自治体に関すること。
７．デジタル田園都市国家構想総合戦略に関す
　　ること。
８．その他情報化政策及び情報システムに関す
　　ること。

職名 分　　担　　事　　務

情

報

政

策

係



(2)令和５年度予算執行状況

(3)収入未済額調べ

歳 入 令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

国 庫 支 出 金 4,514,000 4,514,000 0 4,514,000 0.0 

諸 収 入 0 4,227 4,227 0 100.0 

歳　入　合　計 4,514,000 4,518,227 4,227 4,514,000 0.1 

歳 出

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

総務費 一 般 管 理 費 1,316,300 1,112,795 203,505 84.5 

情 報 管 理 費 181,308,000 174,622,353 6,685,647 96.3 

諸 費 10,633,066 10,633,066 0 100.0 

歳　出　合　計 193,257,366 186,368,214 6,889,152 96.4 

令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

予算科目(目) 内容 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

該当なし 0



(4)委託料支出状況調べ（５０万円以上）

(5)工事請負契約調べ（１３０万円以上）

(6)研修実施状況

令和５年１２月３１日現在

令和５年１２月３１日現在

令和５年１２月３１日現在

工事名称

工事箇所

研 修 名 対 象 者 研 修 内 容
研修
期間

参加
人員

場　　所

日 人

3 40

日 人

3 41

委託先 委託事業名 契約金額(円) 支出金額(円) 備　　考

（株）内田洋行
番号連携サーバー運用支
援業務

2,508,000 0

（株）ティーガイア デジタル端末指導等業務 5,966,400 0

（株）内田洋行 外字同定作業支援業務 1,522,400 0

（株）内田洋行
令和５年度国保データ
クレンジング対応業務

2,904,000 0

請負人
契約
方法

予算額 設計額 請負金額 契約期間

該当なし
一般
指名
随意

情報セキュリ
テ ィ 研 修 会

職員
(係長職)

情報セキュリティ対策の
実効性を高めるため、職
員のＩＴリテラシーの向
上を図った。

勝 浦 市 役 所

生成AIの利
用ガイドラ
イン説明会

職員

生成ＡＩ導入にあたり、
情報漏洩や権利侵害等が
危惧されることから、職
員の知識の習得を図っ
た。

勝 浦 市 役 所



(7)住民の利便性向上への取り組み状況

(8)庁内業務の効率化への取り組み状況

(9)セキュリティ強靱化への取り組み状況

(10)外部人材の活用状況

所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。

令和５年１２月３１日現在

項　目 内　　　　　容 進捗 所管

市ホームページへの
ＡＩチャットボット
導入

行政サービスは多岐に渡り、ホームページから目的の情報
を得るまで労力を要することから、ＡＩチャットボットを
導入することで、いつでも市民からの問い合わせに対し適
切な回答を自動的に行う。

全部・一部・未 総務課

市役所内への証明書
交付機の導入

マイナンバーカードを活用し、コンビニ交付対応自動交付
機（キオスク端末）を市役所内に設置することで、窓口滞
在時間の削減や市民サービスの向上、業務の効率化等を図
る。

全部・一部・未 総務課

スマートスピーカーを
活用した高齢者みまも
りサービス

誰もが便利で快適に暮らせる社会の実現に向け、高齢者世
帯の見守り体制の強化、離れて暮らす家族とのコミュニ
ケーションの支援及び市からの情報配信等に利用できる画
面付きスマートスピーカーを活用したサービスを行う。

全部・一部・未 高齢者支援課

スマートフォン教室
スマートフォン相談窓口

デジタル化が生み出す恩恵を誰もが享受できるよう、機器
の操作や知識を習得する機会(オンライン含む)を設ける。

全部・一部・未 情報政策課

令和５年１２月３１日現在

項　目 内　　　　　容 進捗 所管

業務システムの標準
化、効率化

国が目指す全国自治体の業務システムの標準化を行うこと
により、業務の効率化や経費の削減、市民サービスの利便
性向上が図られる。

全部・一部・未
基幹系システ
ムを利用する

部署

生成ＡＩの業務利用

急速に普及が進む生成ＡＩを導入し、業務効率の改善を図
るためガイドラインを制定し、職員がメリット、デメリッ
トを充分理解し活用することで、業務の効率化や生産性の
向上が図られる。

全部・一部・未 情報政策課

チャットアプリを利
用した業務効率化

従来の連絡手段を一元化することで、ＬＧＷＡＮ環境を利
用し安全かつ迅速に出先の職員や関係各所等と連絡が取
れ、また職員間の情報共有が可能となり、業務の効率化が
図られる。

全部・一部・未 情報政策課

令和５年１２月３１日現在

項　目 内　　　　　容 進捗 所管

情報セキュリティポ
リシーの見直し

業務システムで保有する個人の重要情報を守るため、情報
セキュリティ対策の仕組みを組織的に構築し実効性を高め
るとともに職員のＩＴリテラシーの向上を図るため、情報
セキュリティポリシーの見直しを行う。

全部・一部・未 情報政策課

セキュリティクラウ
ドの利用

県が運用する「千葉県自治体情報セキュリティクラウド」
を利用することで、インターネットの脅威に対し高度なセ
キュリティ対策が施された接続口が確保され、かつ経費削
減が図られる。

全部・一部・未 情報政策課

インシデント対応訓
練への参加

サイバー攻撃を受けた際は迅速かつ適切な対応が求められ
ることから、国の公的機関が開催する実践的な模擬演習や
オンラインによる分野横断的演習に参加する。また県が実
施するセキュリティクラウド緊急時対応訓練に参加する。

全部・一部・未 情報政策課

令和５年１２月３１日現在

分　野 業　務　内　容 期間 人数

ＤＸの推進
生成ＡＩの業務活用、行政手続きのオンライン化拡充の取
り組み等、ＤＸ推進のため地域活性化起業人制度を活用す
る。

R5.6～R6.3 １名



(1)事務分掌表 令和６年１月１日現在

１．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期

　高齢者医療保険料の収納、督促並びに滞納処分
　に関すること。
２．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期
　高齢者医療保険料の欠損処分に関すること。
３．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期
　高齢者医療保険料の過誤納還付並びに充当に関
　すること。

　こと。

７．市税等の口座振替に関すること。

※現所属については、組織改編により平成１９年４月１日からの経験年数による。

税　　務　　課

課　　長   全　般　統　括

係　　長 １．個人市民税及び県民税の賦課に関すること。
２．法人市民税の賦課に関すること。

副 主 査 ３．軽自動車税の賦課に関すること。
４．市たばこ税、鉱産税及び入湯税の賦課に関す

主任主事 　ること。
５．国民健康保険税の賦課に関すること。

主任主事 ６．介護保険料の賦課に関すること。
７．後期高齢者医療保険料の賦課に関すること。

主　　事 ８．原動機付自転車等の標識交付に関すること。
９．市、県民税及び軽自動車税関係証明（納税証

主　　事 　明を除く。）の交付に関すること。
10. 専用公印の管守に関すること。

主　　事 11. その他課税に関すること。

係　　長 １．固定資産税及び都市計画税の賦課に関すること。
２．固定資産の評価に関すること。

副 主 査 ３．固定資産の縦覧及び閲覧に関すること。
４．固定資産の諸証明書等の発行及び交付に関する

主　　事   こと。
５．罹災証明書の発行に関すること。

主　　事 ６．特別土地保有税に関すること。
７．国有資産等所在市交付金に関すること。

主 事 補 ８．その他固定資産に関すること。

会 計 年 度
任 用 職 員

課 長 補 佐
係 長 事 務 取 扱

副 主 査

副 主 査

主任主事

主事補 ４．県民税取扱事務及び県税徴収交付金に関する

徴収指導員 ５．納税証明書の交付に関すること。
６．納税奨励及び納税貯蓄組合に関すること。

会 計 年 度
任 用 職 員

８．その他収納に関すること。
会 計 年 度
任 用 職 員

職　名 分　　担　　事　　務

課

税

係

資

産

税

係

収

納

係



(2)令和５年度歳入歳出予算執行状況

一　般　会　計

総務費

国民健康保険特別会計（事業勘定）

総務費

諸支出金

後期高齢者医療特別会計

総務費

諸支出金

介護保険特別会計

総務費

諸支出金

歳 入 令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

市 税 2,286,381,000 2,441,533,644 1,818,902,922 622,630,722 74.5 

使 用 料 及 び 手 数 料 2,042,000 3,146,100 1,331,300 1,814,800 42.3 

県 支 出 金 29,649,000 22,048,566 22,048,566 0 100.0 

諸 収 入 2,687,000 2,471,893 2,471,893 0 100.0 

歳　入　合　計 2,320,759,000 2,469,200,203 1,844,754,681 624,445,522 74.7 

歳 出

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

税 務 総 務 費 5,755,000 3,410,269 2,344,731 59.3 

賦 課 徴 収 費 45,712,000 34,849,721 10,862,279 76.2 

歳　出　合　計 51,467,000 38,259,990 13,207,010 74.3 

歳 出 令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

賦 課 徴 収 費 749,000 465,577 283,423 62.2 

7,310,000 5,468,500 1,841,500 74.8 

一般被保険者保険税還付金 7,300,000 5,468,500 1,831,500 74.9 

退職被保険者等保険税還付金 10,000 0 10,000 0.0 

歳　出　合　計 8,059,000 5,934,077 2,124,923 73.6 

歳 出 令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

徴 収 費 78,000 31,700 46,300 40.6 

560,000 451,700 108,300 80.7 

保険料還付金 550,000 451,700 98,300 82.1 

還 付 加 算 金 10,000 0 10,000 0.0 

歳　出　合　計 638,000 483,400 154,600 75.8 

歳 出 令和５年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

賦 課 徴 収 費 247,000 146,890 100,110 59.5 

償還金及び還付金 960,000 859,680 100,320 89.6 

歳　出　合　計 1,207,000 1,006,570 200,430 83.4 



(3)委託料支出状況調べ（５０万円以上）

(4)補助金交付団体調べ

令和５年１２月３１日現在

委託先 委託事業名 契約金額(円) 支出金額(円) 備　　考

一般財団法人日本不動
産研究所

固定資産評価資料整備業務
委託

2,640,000 0

株式会社パスコ
固定資産業務クラウド型支
援システム構築業務

2,728,000 0

株式会社パスコ 地番現況図加除修正業務 6,677,000 0

(株)内田洋行

個人住民税特別徴収税額
通知（納税義務者用）電
子化対応基幹系システム
改修業務

1,342,000 0

(株)内田洋行
森林環境税創設対応個人
住民税システム改修業務

2,816,000 0

令和５年１２月３１日現在

補助金名 交付団体 交付額(円) 交付の目的

 勝浦市青色申告推進
 協議会補助金

    勝浦市青色申告
    推進協議会

40,000
青色申告の普及を図り、地域経
済の発展と明るく豊かな都市づ
くりを推進する。



(5)市税等の賦課状況

(6)諸証明件数

令和５年１２月３１日現在

区　分 調 定 額

税　目 総　額（円） 義務者１人あたり(円)

市 民 税 10,573 778,765,974 73,656 １．市内に住所を有する個人

個 人 9,895 691,564,874 69,890
２. 市内に事務所等を有する個人で

市内に住所を有しない者

法 人 678 87,201,100 128,615 ３．市内に事務所等を有する法人

固 定 資 産 税 13,429 1,336,395,900 99,516
１.土地、家屋及び償却資産の所有者

純固定資産税 13,425 1,331,238,700 99,161
２. 国又は地方公共団体が所有する

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金 4 5,157,200 1,289,300

償却資産

軽 自 動 車 税 6,702 59,727,000 8,912

環境性能割 172 2,940,100 17,094 三輪以上の軽自動車の取得者

種　別　割 6,530 56,786,900 8,696 原動機付自転車等の所有者

市 た ば こ 税 2 93,357,467 46,678,734 売渡し等に係る製造たばこ

入 湯 税 8 18,577,800 2,322,225 鉱泉浴場の入湯客

国民健康保険税 3,332 411,029,900 123,358 国民健康保険の被保険者のいる世帯主

後期高齢者医療保険料 4,360 239,515,000 54,935 市内に住所を有する75歳以上の者

介 護 保 険 料 7,501 427,697,460 57,019 主に、市内に住所を有する65歳以上の者

令和５年１２月３１日現在（単位：件）

年度 令和４年度 令和５年度

種　別 区分 有　料 無　料 計 有　料 無　料 計

住 民 税 関 係 1,318 15 1,333 911 16 927

固 定 資 産 税 関 係 1,965 347 2,312 2,076 236 2,312

軽 自 動 車 税 関 係 0 1,096 1,096 0 871 871

納 税 関 係 197 143 340 272 101 373

計 3,480 1,601 5,081 3,259 1,224 4,483

※令和４年度は令和４年１２月３１日現在の数値

納　税
義務者
（人）

課 税 客 体 の 状 況



(7)固定資産評価状況

但し、平成３１年度～令和４年度はそれぞれの年の１２月３１日現在の数値です。

(8)非課税・減免・課税免除・納税義務免除の状況

税　目

税　目

令和５年１２月３１日現在

区分 土 地 家 屋

年度

31 60,433 50,390,415 77,310 1,747 43,124,985 14,818 20,841,374

2 60,413 50,310,022 77,520 1,745 43,495,203 14,753 28,439,415

3 60,410 49,725,350 77,633 1,741 41,787,743 14,735 33,916,180

4 60,403 48,612,318 77,683 1,738 42,110,181 14,687 34,920,396

5 60,515 47,681,268 77,366 1,738 42,927,999 14,700 32,526,948

令和５年１２月３１日現在

種別 非 課 税 減 免

区分 件数 金額(円) 主たる理由 件数 金額(円) 主たる理由

個 人 市 民 税 6,635 - 市税条例第24条 0 0

法 人 市 民 税 - - 31 1,697,800 市税条例第51条

土地 16,916筆

家屋 342棟

軽 自 動 車 税 63 - 市税条例第80条 133 1,256,000 市税条例第89･90条

国民健康保険税 - - 18 399,900
勝浦市国民健康保
険税条例第24条

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

- - 0 0

介 護 保 険 料 - - 0 0

種別 課 税 免 税 納 税 義 務 免 除

区分 件数 金額(円) 主たる理由 件数 金額(円) 主たる理由

固 定 資 産 税 1 895,600

勝浦市過疎地域に
おける固定資産税
の特例措置に関す
る条例

- -

償却資産
評 価 額
(千円)

地　積
(千㎡)

価格
(千円)

筆　数
(筆)

床面積
(千㎡)

価格
(千円)

棟　数
(棟)

固定資産税 - 地方税法第348条 65 3,993,700 市税条例第71条



(9)市税等の収入状況

一般会計

国民健康保険特別会計

令和５年１２月３１日現在

科目

税目

個 人 市 民 税 684,181,000 691,564,874 442,254,760 249,310,114 63.9 63.8

法 人 市 民 税 95,219,000 87,201,100 85,115,700 2,085,400 97.6 98.0

固 定 資 産 税 1,272,106,000 1,331,238,700 1,101,395,825 229,842,875 82.7 80.7

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金 5,157,000 5,157,200 5,157,200 0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税
環 境 性 能 割

7,638,000 2,940,100 2,940,100 0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税
種 別 割

56,510,000 56,786,900 54,475,600 2,311,300 95.9 95.3

市 た ば こ 税 114,450,000 93,357,467 83,539,649 9,817,818 89.5 89.0

入 湯 税 24,126,000 18,577,800 18,566,100 11,700 99.9 100.0

計 2,259,387,000 2,286,824,141 1,793,444,934 493,379,207 78.4 77.2

個 人 市 民 税 7,250,000 53,242,873 7,885,746 45,357,127 14.8 10.9

法 人 市 民 税 229,000 2,626,100 306,500 2,319,600 11.7 4.7

固 定 資 産 税 18,209,000 92,175,830 16,261,726 75,914,104 17.6 11.5

軽 自 動 車 税
種 別 割

1,306,000 6,664,700 1,004,016 5,660,684 15.1 10.2

市 た ば こ 税 0 0 0 0 - -

入 湯 税 0 0 0 0 - -

計 26,994,000 154,709,503 25,457,988 129,251,515 16.5 11.1

合　　計 2,286,381,000 2,441,533,644 1,818,902,922 622,630,722 74.5 73.0

令和５年１２月３１日現在

科目

税目

医療 297,667,000 278,312,971 203,648,178 74,664,793 73.2 71.7

後期 109,301,000 102,536,029 57,830,566 44,705,463 56.4 54.6

介護 29,631,000 30,180,900 15,624,456 14,556,444 51.8 49.8

計 436,599,000 411,029,900 277,103,200 133,926,700 67.4 65.9

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現

年

課

税

分

(一般)

現　

年　

課　

税　

分

滞　

納　

繰　

越　

分



後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

科目

税目

医療 13,507,000 98,590,354 14,002,232 84,588,122 14.2 11.7

後期 4,946,000 32,774,850 3,535,504 29,239,346 10.8 10.2

介護 2,025,000 17,477,328 1,627,166 15,850,162 9.3 9.6

小計 20,478,000 148,842,532 19,164,902 129,677,630 12.9 11.1

医療 7,000 2,279 2,279 0 100.0 76.2

後期 2,000 1,193 1,193 0 100.0 71.9

介護 2,000 916 916 0 100.0 84.2

小計 11,000 4,388 4,388 0 100.0 76.9

計 20,489,000 148,846,920 19,169,290 129,677,630 12.9 11.2

合　　計 457,088,000 559,876,820 296,272,490 263,604,330 52.9 52.7

令和５年１２月３１日現在

科目

税目

特 別 徴 収 151,966,000 157,447,700 105,222,600 52,225,100 66.8 65.8

普 通 徴 収 82,057,000 82,067,300 59,211,800 22,855,500 72.2 73.3

計 234,023,000 239,515,000 164,434,400 75,080,600 68.7 68.4

特 別 徴 収 0 0 0 0 - -

普 通 徴 収 850,000 5,251,200 1,585,600 3,665,600 30.2 16.6

計 850,000 5,251,200 1,585,600 3,665,600 30.2 16.6

合計 234,873,000 244,766,200 166,020,000 78,746,200 67.8 67.7

令和５年１２月３１日現在

科目

税目

特 別 徴 収 374,459,000 397,194,240 262,895,800 134,298,440 66.2 66.0

普 通 徴 収 32,115,000 30,503,220 19,496,080 11,007,140 63.9 63.2

計 406,574,000 427,697,460 282,391,880 145,305,580 66.0 65.8

特 別 徴 収 0 0 0 0 - -

普 通 徴 収 1,643,000 11,477,974 1,702,120 9,775,854 14.8 15.6

計 1,643,000 11,477,974 1,702,120 9,775,854 14.8 15.6

合計 408,217,000 439,175,434 284,094,000 155,081,434 64.7 64.8

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

(一般)

(退職)

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

滞　

納　

繰　

越　

分



(10)徴収関係等の状況

令和４年度は令和４年１２月３１日現在数値

税額は全て本税のみの数値（但し、分納申請は延滞金を含む）

(11)徴収猶予・換価猶予の状況

令和５年１２月３１日現在（単位：件・円・％）

年　度

事務名 項　目

8 23

（訪問 7） （訪問 23）

徴 収 額 1,135,500 3,828,440

前年対比(額) 36.0 337.2

件 数 0 0

分 納 申 請 分 納 額 0 0

前年対比(額) 0.0 0.0

件 数 15 14

税 額 8,858,013 13,892,754

前年対比(額) 329.2 156.8

換 価 税 額 498,307 977,515

件 数 19 19

解 除 税 額 16,477,613 14,966,462

前年対比(額) 541.9 90.8

件 数 0 0

公 売 公 告 公 売 額 0 0

前年対比(額) 皆減 前年同

件 数 5 10

要 求 税 額 1,486,460 4,108,100

前年対比(額) 64.7 276.4

配 当 金 0 0

※

※

令和５年１２月３１日現在

種別 徴 収 猶 予 換 価 猶 予

税目
区分

件数 金額（円） 理　　由 件数 金額（円） 理　　由

個人住民税 0 0 0 0

法人市民税 0 0 0 0

固定資産税 0 0 0 0

国民健康保険税 0 0 0 0

令和４年度 令和５年度

件 数

臨 戸 徴 収

差 押

差　

押　

処　

分

交 付 要 求



(12)納税貯蓄組合加入状況

(13)口座振替取扱状況

令和４年度は令和４年１２月３１日現在数値

(14)コンビニ等収納取扱状況

令和４年度は令和４年１２月３１日現在数値

令和５年１２月３１日現在

区分

地区別

勝 浦 6 4,296 26 0.6 92.9 0

興 津 2 1,749 4 0.2 100.0 0

上 野 0 933 0 0.0 0.0 0

総 野 0 1,216 0 0.0 0.0 0

計 8 8,194 30 0.4 93.8 0

令和５年１２月３１日現在（単位：件・千円・％）

年度 令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度

税目 区分 件　数 金　額 割　合 件　数 金　額 割　合

個人住民税（普徴） 2,197 90,096 18.5 2,146 81,792 16.9

固 定 資 産 税 12,732 338,532 30.9 12,459 345,234 31.3

軽 自 動 車 税 1,496 8,941 16.9 1,539 9,162 16.8

国 民 健 康 保 険 税 5,914 128,991 40.9 5,640 111,816 40.4

後期高齢者保険料（普徴） 1,991 30,155 51.2 2,306 32,325 54.6

介護保険料（普徴） 445 3,281 16.8 429 3,526 18.1

計 24,775 599,996 29.6 24,519 583,855 29.2

※

令和５年１２月３１日現在（単位：件・千円・％）

年度 令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度

税目 区分 件　数 金　額 割　合 件　数 金　額 割　合

個人住民税（普徴） 2,579 54,966 11.2 3,489 60,816 12.3

固 定 資 産 税 12,676 157,966 14.3 12,391 149,819 13.4

軽 自 動 車 税 4,352 25,782 47.9 4,200 24,801 44.7

国 民 健 康 保 険 税 3,771 67,090 20.2 3,642 63,387 21.5

介護保険料（普徴） 832 6,656 31.7 838 7,081 33.3

計 24,210 312,460 15.6 24,560 305,904 15.4

※

組 合 数 全世帯数 加入世帯数 加入率(％)
加 入 世 帯　　
対前年比率
（％）

前年度補助金
（円）



(15)執行停止処分の状況

令和５年１２月３１日現在

年度 令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度

税目 区分 件　数 金額（円） 理　由 件　数 金額（円） 理　由

9 143,600 １号 11 103,200 １号

3 76,000 ２号 0 0 ―

0 0 ― 6 64,500 ３号

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

86 1,096,600 １号 118 2,101,191 １号

27 89,900 ２号 7 28,200 ２号

0 0 ― 36 205,700 ３号

16 61,500 １号 1 5,000 １号

5 51,600 ２号 1 12,900 ２号

0 0 ― 4 8,000 ３号

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

55 238,200 １号 26 105,300 １号

6 107,700 ２号 13 284,280 ２号

0 0 ― 23 477,200 ３号

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4 17,700 １号 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

170 1,557,600 １号 156 2,314,691 １号

41 325,200 ２号 21 325,380 ２号

0 0 ― 69 755,400 ３号

※ 令和４年度は令和４年１２月３１日現在数値

※ 理由欄はそれぞれ地方税法第１５条の７第１項第１号（財産なし）、第２号（生活困窮）、

第３号（所在不明）による。

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税 ― ―

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

入 湯 税 ― ―

国 民 健 康 保 険 税

後期高齢者保険料(普徴) ― ―

介 護 保 険 料 ( 普 徴 ) ―
―

計



(16)不納欠損処分の状況

理由欄はそれぞれ①地方税法第１５条の７第５項（即時消滅）、②第１５条の７第４項（執行停

止による３年の消滅時効）、③第１８条（５年の消滅時効）による。

所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。

年度 令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

税目 区分 件　数 金額（円） 理　由 件　数 金額（円） 理　由

7 94,333 ① 17 81,777 ①

29 466,158 ② 2 3,024 ②

1,337 5,963,531 ③ 1,002 2,551,834 ③

7 350,000 ① 0 0 －

0 0 － 0 0 －

76 2,003,900 ③ 27 0 ③

33 359,700 ① 307 5,687,847 ①

6 27,600 ② 42 239,200 ②

2,341 11,506,300 ③ 1,639 9,746,220 ③

0 0 － 57 376,800 ①

18 136,500 ② 20 79,100 ②

385 1,291,200 ③ 339 1,255,088 ③

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

30 250,800 ① 385 298,700 ①

31 237,135 ② 149 856,700 ②

2,533 27,139,928 ③ 1,397 13,301,370 ③

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

81 707,600 ③ 78 457,300 ③

12 110,700 ① 37 72,440 ①

0 0 － 0 0 －

481 2,825,726 ③ 169 420,900 ③

89 1,165,533 ① 803 6,517,564 ①

84 867,393 ② 213 1,178,024 ②

7,234 51,438,185 ③ 4,651 27,732,712 ③

※

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

入 湯 税

国 民 健 康 保 険 税

後期高齢者保険料(普徴)

介 護 保 険 料 ( 普 徴 )

計



(1)事務分掌表 令和６年１月１日現在

(2)令和５年度予算執行状況

歳　出 令和5年12月31日現在

円 円 円 ％

(3)監査、審査、検査の実施状況

①　定期監査・随時監査 令和5年12月31日現在

②　決算審査 令和5年12月31日現在

監査委員事務局

事務局長 １．監査委員事務局全般

書　記 ３．監査、審査、検査に関すること。

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

1,556,000 1,220,894 335,106 78.5 

歳　出　合　計 1,556,000 1,220,894 335,106 78.5 

月 対　象　課 備　考

5 総務課(10日) 企画課(29日) 農林水産課(29日) 農業委員会(29日)

7 観光商工課(27日)

12 水道課(22日)

月 対　象　 備　考

7 水道事業会計(3日)

8 一般会計及び各特別会計(2日･3日･4日）

職　名 分　　担　　事　　務

２．公印の管守に関すること。

（議会事務局
  議会係兼務）

総務費 監査委員費

6
教育委員会(学校教育課、生涯学習課、各小中学校、図書館、学校給食
共同調理場、芸術文化交流センター) (27日･28日) 

9
市民課(28日) 選挙管理委員会(28日) 勝浦診療所(28日)
生活環境課(28日) 清掃センター(28日)

11

福祉課、福祉課所管施設(保育所、放課後ルーム、保健福祉センター) 
(13日）

議会事務局(21日) 財政課(21日) 高齢者支援課(21日) 会計課(21日)



③　例月出納検査 令和5年12月31日現在

(4)住民監査請求の状況

(単位：件）

※令和5年度は、令和5年12月31日現在の数値

所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。

月 対　象　会　計 検査対象月

4 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(28日） 令和４年度3月分

5 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(29日）
令和４年度4月分･
令和５年度4月分

6 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(28日）
令和４年度5月分･
令和５年度5月分

7 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(27日） 令和５年度6月分

8 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(29日） 令和５年度7月分

9 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(28日） 令和５年度8月分

11 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(7日） 令和５年度9月分

11 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(27日） 令和５年度10月分

12 一般会計及び各特別会計･水道事業会計(22日） 令和５年度11月分

住　民　監　査　請　求　の　件　数

うち却下の件数

平成31年度 0 

令和2年度 0 

令和3年度 0 

令和4年度 1 1 

令和5年度 1 1 1 

年　度

うち
取下
げの
あっ
た件
数

うち棄却
の件数

うち勧告
を行った
件数

うち合議
不調によ
り監査結
果を出さ
なかった
件数

うち期間
経過によ
るもの

うち財務
会計上の
行為

うちその
他の理由


